
事務事業の概要・基本情報
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前回評価の振返り

令和 4 年度

事業活動への投入コスト・人員【インプット】

予算額・執行額及び財源内訳（千円） 事業費の内訳

R 4 実績 Ｒ 5 実績 R 6 実績 Ｒ 7 要求

R 4 実績 R 5 実績 R 6 実績 Ｒ 7 要求

事業活動の実績【アウトプット】 事業活動の成果【アウトカム】

※ 目指す方向性が「－」の指標は、「事業把握のための実数」が入力されています。

事務事業マネジメントシート

その他一部委託 指定管理 補助金・負担金等

被保護者のうち就労阻害要因がない稼働年齢層にある者に対し、就労支援員との綿密な打ち合わせ及びハローワークの就労支援ナビゲーターと連携して、個々の希

望する就労条件やニーズを把握し、求職活動の支援を行う。

事業内容

【 アクティビティ 】

根拠法令等 生活保護法

予算科目

総合計画での

位置づけ

基本目標

基本施策

事業の実施方法

心の通った社会福祉の推進

令和 年度(予定)

担当責任者 松田 大野 稲本

事務担当者

※　執行額＋人件費

1人工当たりの人件費単価

7,994

7,895

8,582

一般事務費、上記で書き表せないもの

指

標

②

活

動

指

標

項　　　　目 単位
目指す

方向性
R 4

1,777

0.73

0
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そ　の　他

95.1%

343一 般 財 源

1,828

90.7%

2,329

県 支 出 金

翌年度へ繰越

国庫支出金

執　行　額

94.9%

地　方　債

正規職員の人工数 0.73

443

当初予算＋補正予算に

対する執行額の割合(%)

3,2393,108

2,819

2,446

2,326

0.73

決

算

2,376

執行率（%）

7,794

8,019

7,765

90.7%

例

年

支

出

の

あ

る

も

の

償還金利子及び割引料

臨

時

的

な

も

の
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事業費の総計

上記以外の事業費合計

95.1%

498

2,896

補 正 予 算

財

源

内

訳

予

算

2,255

198

2,848

260

538

94.9%

就労支援員報酬

就労支援員期末・勤勉手当

事務事業名 被保護者就労支援事業
会計区分

民生費

詳細評価 簡易評価（事業の概要・結果のみ）評価の種別

3,239

具体的な内容、

どのような方法で

実施しているのか

最終判断

現状維持

直営 全部委託

就労支援員がハローワークや担当ケースワーカーと連携し、本人の意向

をくみ取り希望する職種の情報収集を行い、前向きに求職活動できる

環境づくりに努めている。また、生活困窮担当と連携し、これまで就労し

た経験がない者や就労意欲の乏しい対象者に対し、生活困窮者就労

準備支援事業への参加を促した。

当 初 予 算 2,341

貧困をなくそう ゴール７ エネルギーをみんなに そしてクリーンに

細節
事業費（千円）

事業番号 1885 事業区分

項           目

計

旅費

生活保護受給者で就労意欲のある65歳未満者

生活保護法に基づき、就労支援員を配置し早期の保護脱却のため集中的な就労支援を実施する。

事業の目的

【 ゴール 】

目指すべき姿を 簡潔に

対象

意図

評価年度

節

事業遂行に係る課題・改善点

⇒

課題解決に向けた具体的な方策等

関係する計画等

197

健康福祉都市の創造

前年度から繰越

予 備 費 等

事業開始年度
26 年度

松田 大野 稲本

設定なし

令和

事業終了年度

(予定)

2,134

528

※合併前からの継続事業は平成17年度と入力

令和 7 年度　】【　評価年度：

所管部署 福祉課

シート入力

所属長名 米湊 米湊 米湊

対象者の年齢や健康状態を考慮しながら、就労支援員とハローワーク

等と連携して就労支援しているが、対象者自身の気質の問題が多く、

支援中断となるケースがあるため、状況に応じた支援方法を模索する

必要がある。

一般会計

政策的事業【義務】

報酬

職員手当等

ゴール17 パートナーシップで目標を達成しよう

平成

72

3,2392,8192,3262,329

ゴール６

摘　　要
※代表的なものを簡潔に

0 219

1,845

377

85

左記に対する対応状況

355

会計年度任用職員報酬

就労支援員通勤手当

国庫負担金返還金

803

2,217

2,453 償還金

50～60歳代の就労先ニーズが依然として低く、就労に至らないことが

多く、ハローワークとの更なる連携強化による就労支援、個々の特性に

応じた効果的な就労支援を検討していく必要がある。

⇒

ゴール３

ゴール10 人や国の不平等をなくそう ゴール16 平和と公正をすべての人に

ゴール１ 気候変動に具体的な対策を

ゴール２ 飢餓をゼロに ゴール８ 働きがいも経済成長も ゴール14 海の豊かさを守ろう

ゴール４ 質の高い教育をみんなに

ゴール13

産業と技術革新の基盤をつくろう ゴール15 陸の豊かさを守ろうすべての人に健康と福祉を ゴール９

指

標

④

安全な水とトイレを世界中に ゴール12 つくる責任つかう責任

本事業とSDGs

（持続可能な開発目標）

との関連性
ゴール５ ジェンダー平等を実現しよう ゴール11 住み続けられるまちづくりを

1,791

指

標

③

Ｒ 5

指

標

①

就労支援プログラム参加者

数
人 → 20 18

実績

事業遂行に係る

工夫点・事業成果

就労支援員とケースワーカーが、求職活動状況や訪問時の聴取内容、生活状況に関する情報を迅速かつ

適切に共有する。これにより、被保護者の就労支援を一貫性をもって行い、支援計画を柔軟に調整する。

課題解決に向けた

方策等

支援対象者は、就労意欲や生活能力、対人能力、社会適応能力が低いなど、就労に向けた課題をより

多く抱える被保護者であり、就労への準備段階で滞留している。

就労支援員とケースワーカー間で定期的な情報交換が実施され、求職活動状況や生活支援に関する情

報が円滑に共有されている。これにより、進捗確認や支援計画の調整、フィードバックが行われている。

事業遂行に係る

課題・改善点

実績 R 6 実績
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